
 

五戸町放課後児童クラブ運営業務委託仕様書 
 

 

五戸町放課後児童健全育成事業（以下「放課後児童クラブ」）の運営業務を委託するための仕

様書について、次の通り定める。放課後児童クラブの運営業務委託者が行う業務の内容及びそ

の範囲等は、関係法令等によるほか、本仕様書による。 

 

 

１ 委託業務名 五戸町放課後児童クラブ運営業務委託 

 

２ 業務委託の目的 

 五戸町では、放課後児童健全育成事業に基づき設置された放課後児童クラブの運営業務につ

いて、より効率的、効果的に行うことを目的とし、放課後児童クラブの運営業務を民間事業者

に委託するため、事業者の募集、選定を行う。 

 

３ 業務実施場所等 

（１）なかよしクラブ 

クラブ名 なかよしクラブ（五戸小学校） 

実施場所 五戸町字天満２２－１ 五戸児童クラブ館  

床面積 ２２３．５８㎡ 

定員 ８０名 

 

（２）にこにこクラブ 

クラブ名 にこにこクラブ（上市川小学校） 

実施場所 五戸町大字上市川字御兵糧３ 上市川小学校内教室 

床面積 ６１．２０㎡ 

定員 ３０名 

 

（３）切谷内児童クラブ 

クラブ名 切谷内児童クラブ（切谷内小学校） 

実施場所 五戸町大字切谷内字切谷内村１００－２ 旧切谷内保育所 

床面積 ４１２．９１㎡ 

定員 ４０名 

 

（４）倉石児童クラブ 

クラブ名 倉石児童クラブ（倉石小学校） 

実施場所 五戸町大字倉石中市字上ミ平２０－４ 倉石コミュニティ

センター内 研修室 

床面積 ９２．７６㎡ 

定員 ４０名 

 

４ 対象児童 

 対象児童は、保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校１年生から６年生までとする。 

 



 

５ 法令等の遵守 

 放課後児童クラブの運営にあたっては、本仕様書のほか、放課後児童健全育成事業（放課後

児童クラブ）に係る関係法令等を遵守しなければならない。特に次の法令等に留意すること。

（１）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

（２）放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３ 

号） 

（３）放課後児童健全育成事業実施要綱（平成２９年４月３日雇児発０４０３第２０号別紙） 

（４）放課後児童クラブ運営指針（平成２７年３月３１日雇児発０３３１第３４号別紙） 

（５）五戸町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年 

２２日条例第１９号） 

※受託期間中に法令の改正又は関係通知等があった場合においては、その対応方法及び対

応時期については、町と協議して決定するものとする。 

 

６ 学童保育運営に関する基本的な考え方 

 放課後児童クラブの運営については、次に掲げる項目に沿って行うこととする。 

（１）支援員等の資質の向上を図ること。 

（２）対象児童の平等な利用の確保及びサービスの向上を行うこと。 

（３）施設の適切な運営及び経費の縮減を図ること。 

（４）個人情報の保護を徹底すること。 

 

７ 開所日及び開所時間 

（１）開所日 

  次に掲げる日を除く毎週月曜日から土曜日とする。ただし、町が特に必要があると認める

ときは臨時に変更することができる。 

  ①日曜日 

  ②国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

  ③８月１３日から８月１６日まで 

  ④１２月２９日から翌年１月３日まで 

  ⑤感染症や災害の発生に伴い小学校が休校（授業切り上げ時含む）となった日 

 

（２）開所時間 

  開所時間は、次のとおりとする。ただし、町が特に必要があると認めるときは臨時に変更

することができる。 

  ①平日は授業終了後（放課後）から午後６時３０分まで 

 ②土曜日及び小学校の休業日（長期休業日を含む）は、午前８時から午後６時３０分まで 

 

８ 委託期間 

 令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 ※公募型プロポーザル方式により受託者が決定してから令和２年３月３１までの間を開設準 

備期間とする。準備期間の費用は受託者の負担とする。 

 

９ 受託者が実施する業務 

（１）児童の健全な保育に関する業務 

  ①児童の健康管理 



 

   ・児童の健康状態については、学校、保護者との連携により日常的に把握すること。 

   ・体調がすぐれない児童には、体を休ませ、必要に応じて保護者へ連絡し、保護者 

    への引き渡しも含め対処すること。 

  ②安全確保 

   ・事故の未然防止に努めるとともに、けがをした場合の応急処置や医療機関への連 

    絡体制等を整備すること。 

   ・緊急時の保護者との連絡体制を構築すること。 

   ・火災、地震、不審者の侵入などの緊急時の対応については、マニュアル等を整備 

し、避難訓練の実施、学校、警察等との連携、安全対策物品の常備など、児童の 

安全確保に努めること。 

   ・児童の出欠状況及び登下校の確認を確実に行うこと。 

  ③特別に配慮が必要な児童について 

   ・特別に配慮が必要な児童は、保護者、学校との連携を密接にし、保護者や学校等 

    の指導に沿った対応をすること。 

 

（２）事業の運営及び施設管理に関する業務 

 ①受託者は次に掲げる様式を整備し、適正に管理を行い必要に応じて町に提出をすること。 

   ・児童台帳（児童名、保護者名、住所、保護者の勤務先、緊急時の連絡先、児童の在籍 

学校、学年、健康状態、その他必要な事項） 

   ・児童出席簿（児童の出欠状況を把握すること） 

   ・支援員等の勤務表及び出勤簿（適切な人事配置を行い作成すること） 

   ・業務日誌（日々の業務を記入すること） 

   ・事故報告書（事故が発生した場合（軽微な場合も含む）に受託者から町に報告するも 

の） 

 ②施設、設備、備品の管理と環境設備 

   ・放課後児童クラブが利用している施設の清掃を日々行うこと 

   ・健康に過ごせる環境を整えること 

   ・日常的に施設、設備の点検を実施し、安全対策や危険箇所の事前把握、防犯対策、 

安全管理を徹底すること。 

  ③支援員等の採用・労務管理 

   ・地元からの採用を優先すること（採用基準を満たさない場合はこの限りでない）。 

   ・支援員等の資質の向上を図ること。 

 

（３）利用者対応に関する業務 

  ①利用者への運営内容の説明 

  ②保護者との連携及び協力 

   ・児童の日々の様子や連絡は、児童の送迎時等に声をかけて共有を図ること。 

  ③個人情報保護の体制の構築 

（４）その他、事業の運営に必要な業務 

  前項までに掲げる事項以外に、事業の適正な管理及び運営上必要な業務があるときは、町 

と協議して実施すること。 

 

１０ 職員の配置等に関する留意事項 

  職員の配置に当たっては、本仕様書に定める開所時間を通じて、五戸町放課後児童健全育



 

成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第１０条に規定する支援員を支援の単位ご

とに２名以上配置しなければならない。ただし、その１名を除き、補助員（支援員が行う支

援について支援員を補助する者をいう）をもってこれに代えることができる。 

 

１１ 支援員の資格 

（１）支援員 

 五戸町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第１０条第３項及

び同条例附則第３条を順守すること。 

（２）補助員 

 児童の保育に知識や経験を持ち、子育て支援に意欲がある者 

 

１２ 選任の報告 

 本業務を開始しようとするときは、担当する支援員等について、履歴書の写し及び資格を証

する書類の写しを添えて町に提出すること。なお、支援員等について変更があった場合も同様

とする。 

 

１３ 支援員等の研修 

 支援員等は児童の成長段階に見合った適切な働きかけを行うために資質の向上に努めること

とし、受託者は支援員等が積極的に研修を受講するように支援すること。 

 

１４ 衛生管理等 

（１）事業の受託者は、利用者の使用する設備等について、衛生的な管理に努め、又は衛生上 

必要な措置を講じること。 

（２）感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じるよう努めるこ 

と。 

（３）必要な医薬品その他の医薬品を備えるとともに、それらの管理を適正に行うこと。 

 

１５ 事故発生時の対応 

（１）事故等が発生したときは、直ちに適切な措置を講じるとともに、その内容等を速やかに 

町に報告すること 

（２）事故等の発生に対し、速やかに事故の原因等を究明し、今後の対応策と併せて町に事故 

報告書を提出すること。 

 

１６ 業務分担等の区分について 

（１）業務分担区分については「別表１」のとおりとする。 

（２）費用分担区分については「別表２」のとおりとする。 

（３）リスク分担については「別表３」のとおりとする。 

（４）表中にないリスク及び疑義等が生じたときは、町と協議して決定するものとする。 

 

１７ 貸付備品 

 町は、受託者に対し本委託事業遂行上必要な備品を無償で貸与し、受託者は管理者の責任を

もって使用するものとする。貸付備品については児童の日常の活動に関わる備品（冷蔵庫、ス

トーブ、児童の使用する机・椅子等）を予定しているが、実際の品目等については受託者と調

整を図る。 

 



 

１８ 保険等の加入 

（１）通常の保育活動に際して発生する児童の負傷等に対応するため、町は傷害保険及び賠償 

責任保険に加入する。 

（２）本業務に起因して、児童等に損害を与え、法律上の損害賠償責任を負う場合の補償のた 

め、受託者は賠償責任保険に加入すること。 

 

１９ 損害賠償 

 故意又は過失により受託者の責に帰すべき理由によって施設等の損壊や児童等にけがを負わ

せたときは、町は受託者に損害の賠償を請求することができる。 

 

２０ 経理等 

（１）業務委託料の支払時期及び支払方法等については、町と協議して決定するものとする。 

（２）行事に伴い徴収する実費費用は受託者の収入とするが、明確に区分すること。 

（３）町は運営の適正化を図るため、受託者に対して、当該運営に係る業務又は経理の状況に 

関し報告を求め、調査し、又は必要な指示をすることができる。 

 

２１ 実績報告書の提出 

 受託者は、その年の年度末に、実績報告書を提出するものとする。実績報告書は、子ども・

子育て支援交付金及び青森県地域子ども・子育て支援事業補助金の実績報告書に必要な事項を

報告すること。 

 

２２ 苦情等の対応 

 受託者は、本業務について保護者から苦情等を受けた場合は、適切な対応を行い、誠意ある

解決を図るとともに、その内容及び結果等を町に報告すること。 

 

２３ 委託契約の解除 

 町は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、委託契約解除、又は期間を定めて本

業務の全部または一部の停止を命じることができる。 

（１）受託者の責めに帰する理由により契約の履行期限までに契約を履行しないとき。 

（２）業務に際し不正行為があったとき。 

（３）受託者が、町の行う報告の要求、実地調査又は必要な指示に従わないとき。 

（４）受託者による運営を継続することが適当でないと町が認めたとき。 

（５）その他町が必要と認めるとき。 

 

２４ 協議 

 本仕様書に規定するものの他、本業務の内容及び処理について疑義が生じたときは、町と協

議して決定するものとする。 

 

２５ 業務の引継ぎ 

 受託者は、本業務について業務マニュアルを作成すること。なお、委託期間が満了し、又は

委託契約を取り消されたときは、速やかに本業務に関する事務を整理し、業務マニュアル及び

関係書類（データ）を含め、町と町が指定する者に対して業務の引継ぎを行うこと。 

 

 

 



 

別表１ 業務分担区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 業務内容 受託者 町

事業運営の総括 ○

業務日誌・出席簿・利用状況との記録 ○

事業計画の作成 ○

関係機関との連絡調整 ○

上記の確認 ○

新規募集の案内 ○

利用申請書の受付 ○ ○

利用申請書の受理・審査 ○

利用決定の通知 ○

利用変更届の受付 ○ ○

利用変更届の受理・審査 ○

利用中止届の受付 ○ ○

利用中止届の受理・審査 ○

保護者負担金の賦課・徴収 ○

支援員等の募集採用及び配置 ○

支援員等の出退勤管理 ○

給与の支払い ○

支援員等の健康管理 ○

上記の確認 ○

事業実施施設内の清掃 ○

施設・設備の点検 ○

上記の確認 ○

保険の加入 児童の傷害保険、賠償保険の手続等 ○

県主催の研修への参加 ○

各種行事への参加 ○

放課後児童クラブの連携会議の開催 ○

保護者宛の各種文書の配布 ○

事故発生時の対応及び事故報告書の作成 ○

苦情処理等の対応 ○

緊急時の保護者への連絡 ○

上記の確認、協力、指示 ○

その他

事業全般

利用申請等の手続き及
び保護者負担金の賦
課・徴収の手続

支援員等の採用・
労務管理

安全管理・施設管理



 

別表２ 費用負担区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表３ リスク分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 受託者 町

人件費 ○

報償費 ○

消耗品費 ○

光熱水費 ○

印刷製本費 ○

　ア．受託者の責めに帰すべき事由によるもの ○

　イ．ア以外の事由によるもの ○

○

○

通信運搬費 ○

保険料 ○

その他 ○

修繕料

備品購入費

給与、手当等

イベント事業費、講師謝礼金等

保育消耗品等

灯油代、電気料、上下水道料

文書印刷等

施設及び設備の修繕

業務内容

事業の運営に必要な備品の購入

児童の日常の活動に関わる備品の購入

郵便料、電話料、（携帯電話・固定電話）

児童に対する傷害保険・賠償責任保険料

支援員に係る経費

項目 受託者 町

法令の変更

税制改正
○

協議事項

内容

管理業務に直接影響を与える法令等の変更によ
るもの

消費税など管理業務に直接影響を与える税制の
変更によるもの


